
アメリカにおける航空機工業の発達 （その2）

宇　野　博　二

5第2次世界大戦と航空機工業

（i）真琢湾攻撃前

　第2次世界大戦はアメリカの航空機工業を

急激に発達させた。その重要な契機となった

のは，1940年5月16日のルーズベルト大統領

による年間5万機の航空機の生産要求である。

　世界情勢の緊迫に伴い，航空機が第1次世

界大戦におけるより戦争の遂行にとりはるか

に重要であることが認められ，航空機に対す

る要求は強まり，1938年には動員計画が作ら

れた。それは戦闘用航空機1万2000機，練習

機2000機の空軍をもち，動員日から3カ月で

月産1000機の航空機の生産を達成し，1年の

総生産を2万4000機にするというものであっ
1）

た。そして1920年の国防省で準備されたよう

な産業動員についての研究はなされていたが，

それらは殆んど紙上のものにとどまり，どの

ようにしてこの要請をみたすかという情報は

空軍も航空機工業ももっておらず，航空機の

生産の拡張に対する明確な政策もたてられて

いなかった。1938年には議会は　「教育的注

文」を航空機工業に発注することを認めたが，

1939年まではそのための資金は準備されなか
　2）
った。航空機工業には大量の遊休施設が存在

した上に，自動車工業は直ちに航空機の機体

やエンジンの大量生産に転換できるというひ

とりよがりの仮定がなされ，この考えは自動

車工業によっても疑いないものとしてうけい

れられていたため，軍需生産への転換は殆ん

ど何も行われなかった。イギリスやフランス

からの注文の増加，アメリカにおける軍用機

に対する支出の増加はみられたとはいえ，ヨ

ーロッパで戦争が勃発した1939年にも，アメ

リカの航空機工業の拡張に対する圧力はなお

すくなかった。

　1939年におけるアメリカの航空機生産は軍

事用2195機，民間用3661機，合計5856機で，

表一1　主要交戦国の軍用機の生産高の比較

Lドイ・1・判・1・利・・リカ
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1939

1944

8，　295

39，　807

7，940

24，461

4，　467

28，180

2，141

93，318

　John　B．　Rae，　Climb　to　Greatness，　p，172．

1929年以降の最高水準ではあったが，生産高

は2億8000万ドル，従業員数6万4000人で，航

空機工業はアメリカの製造業中41位にすぎな

かった。そしてその推定総生産能力は航空機

1万5000機，エンジン1万4000基といわれた

が，工場はその80％が太平洋および大西洋か

ら200マイル以内のところに立地しており，
　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
軍事的見地からみた立地条件も悪かった。他

方，アメ’，J力空軍の状況も他国にくらべてい

ちじるしく遅れていた。1939年8月における

アメリカの第一線航空機は約800機で，これ

はドイツの3750機，イギリスの1750機とくら

べいちじるしくすくなく，この他に海軍の800

機があったが，その大部分は陳腐化した復葉



　　　　　　　　4）
機で占あられていた。このように量的に劣っ

ていただけでなく質的にも問題があった。ア

メリカはすぐれた重爆撃機B－18をもってい

たが，1939年9月に動いていたものはその中

の23機にすぎず，1939年の標準的な爆撃機

は1936年以来のB－18とNorthlop　A－17攻

撃爆撃機であった。戦闘機の状態は，アメリ

カが爆撃機中心の戦略をたてていたため，さ

らに悪く，空軍はSeversky　P－35とCurtiss

P－36により大部分が装備されていたが，

これらは外国の戦闘機と比べ明らかに性能が

劣っており，P－36を改良したCurtiss　P－40

に代えられつつあったが，これもイギリスの

SpitfireやドイツのMe－109と同列にはおか

れなかった。

　ヨーロッパの戦争においてアメリカがどの

ような役割を果すべきかについてはアメリカ

人の間で意見は分れていたが，国防を強化す

べきであるということでは意見が一致してお

り，空軍や航空機工業の拡充強化は，かなり

ゆっくりしていたとはいえ，2，3年前と比べ

てかなり速められた。ルーズベルト大統領は

空軍を5500機に強化するという計画を強力に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）
支持し，議会も1939年4月この計画を認めた。

そして陸海軍の要請により各社は新しい性能

のすぐれた航空機の生産に着手した。その結

果，重爆撃機ではボーイング社のB－17より

すぐれたB－24がコンソリデイテッド社によ

り生産されそれはLiberatorとして有名にな

り，中型爆撃機ではダグラス社のA－20Havoc

にまさるB－25Mitchel1やB－26　Marauder

がノース・アメリカン社やマーチン社により

生産され，戦闘機ではP－40の他にBell　P－39

Airacobraやロッキード社のP－38　Lighting
　　　　　　7）
などが現われた。またノースロップ航空機会

社Northrop　Aircraft　lnc．やマクドンネル

航空機会社McDonnell　Aircaft　Corporation

が設立されたのも1939年であった。

　このように航空機に対する関心は漸次強ま

ってきていたとはいえその動きは，なお遅々

4

としていたが，これに大きな刺激を与えたの

は1940年春のドイツの奇襲成功である。ドイ

ツの奇襲の成功が何によるかは十分には理解

されなかったが，ドイツ空軍が勝れていたこ

とが重要な要因であったことは明らかであり，

これはアメリカに航空機生産の重要性を再評

価させた。1940年5月16日ルーズベルト大統

領は，年間5万機の航空機の生産を要求する
　　　　　　　　　　　　8）
声明を発し全国民に警告した。この数字の根

拠は必ずしも明らかでなく，ウィルソン大統

領が第1次大戦時に要求した2万5000機の丁

度2倍であり，どのような航空機が生産さる

べきか等にも触れられておらず，多分に心理

的要素を含んでいた。そして2週間後に陸軍機

3万6500機，海軍機1万3500機と恣意的に配分

したものに改訂され，生産を推進するたあの

国防助言委員会National　Defense　Advisory

Commissionを制定し，ゼネラル・モーターズ

の社長であったクヌドセンWilliam　S．　Knu－

dsenをその委員の一人に任命し生産に責任

をもたすことになった。しかし委員会の権限

ははっきりしておらず，その機能は助言を与

えるというものにすぎず，生産を指示監督す

る有効な組織ではなかった。5万機とはライ

ト兄弟が1903年に最初の飛行をしてからこれ

までに生産されたすべてとほぼ等しく，しか

も最近の航空機はこれまでのものと比べはる

かに大型で複雑になっており，それを1年で

生産するという要求であり，そのためには750

万平方フィートの床面積が必要で，現在の約

6倍の5億7200万ドルの費用がかかるといわれ
9）

た。

　しかしこのように巨額の生産施設を一挙に

増設することは不可能であった。各社はイギ

リスやフランスからの注文と国内における軍

用機の需要の増加に対処するため，新しい施

設が建設されるまでの間，既存設備を最大限

に利用して生産の拡大につとめた。例えばノ

ース・アメリカン社は熟練労働者の不足に対

処するたあ技術労働者の職業訓練計画を制定
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表一2　航空機生産高　194（ト45

陣部1）1民剛合計
1940

1941

1942

1943

1944

1945

6，019

19，433

47，836

85，898

96，318

47，714

6，7852）

6，8442）

　　3）

　　3）

　　3）

2，047

12，　804

26，2774）

47，8364）

85，8984）

96，3184）

49，9614）

1）軍部には武器貸与の軍用機を含む

2）国内民間機のみ

3）軍用機以外の生産なし

4）アメリカが資金供給したカナダの航空機生産

　を含む
U．S．　Civil　Aeronautics　Administration，

U．S．　Military　Acceptances，1940－45，　pp．2－3．

　Stekler，　ibid．，　p．9．

し，訓練を容易にするたあ作業を細分し，ま

た生産能率を向上する方法を研究するための

部局を設け，そこでの研究により部品を手で
　　　　　　　　　　　　　　　　　10）
移動できる頭上コンベヤーを設備した等々。

このような努力により1940年の生産高は1万

2813機と前年の2倍以上に増加したが，それ

でも計画の半分にも達しなかった。計画を達

成するためには新工場の建設や自動車工業の

転換が不可欠であつた。

　1940年7月2日の緊急立法により航空機工

業はこれまでのような固定価格による競争入

札という必ずしも実態と合わない方法によら

なくてもよくなり，調達は漸次交渉契約に移

行し，空軍は実際にはまだ完成していない紙

上計画の航空機を契約できるようになり，価

格もコストに一定の報酬を加えたコストプラ

ス固定報酬価格が一般的となった。他方不当

利得を制限したピンソンートラメル法は，不当

の利益を航空機会社が得るのを抑えるため6

月には制限率を8％に引下げ一時的には強あ

られたが，航空機の生産を促進するため10月

には中止され，さらに不安定な要素の多い国

防施設のリスクを軽減するため加速度償却を
　　　　　　　　　　　　　11）
認める新しい法律が制定された。そのため航

空機工業の費用と利潤の関係ははるかに安定

5

したものになり，企業は生産契約を締結し，

その設備の拡張に着手しだ。

　しかし航空機会社の資金は不足しており，

自力で賄うことはできなかった。そして1940

年における工場の拡張は注文の増加した外国

特にイギリスの資金に依存するところが大き

かった。1940年末までにアメリカの航空機会

社が新工場や新施設のために投下した金額は

8300万ドルであったが，その他にイギリスか
　　　　　　　　　　　　　　12）
ら7400万ドルの資金を受けていた。新しい建

設のために必要な資金は会社自体とイギリス

の資金では不十分であったが，この年にアメ

リカ政府が行ったことは10月の5年の特別償

却制度だけであった。リスクの大きい航空機

工業には予見できない費用要因が多かっただ

けでなく，戦争という緊急事態がどれだけ続

くか，拡張した工場や施設の将来も不明であ

ったたため，新施設の拡張資金問題を解決す

るには政府の援助が不可欠であった。そして

政府が最初に行ったのは緊急工場施設Emer－
　　　　　　　　　　　　13）
gency　Plant　Facilities契約であった。これ

は製造業者が通常の民間資本市場から，ある

いは必要があれば再編成金融会社Reconstra・

ction　Finance　Corporationからの貸付によ

り，資金を調達して工場施設を建設し，5年

後に製造業者が工場を購入することを選ばな

ければ，政府が製造業者に資金を返済し所有

権を引き受けるというものであった。また製

造業者は最初から所有するという条件で工場

建設の資金を再編成金融会社から資金を借入

れることもできた。しかし緊急工場施設契約

は面倒で相互に不満があったため，やがて再

編成金融会社が設立した子会社である国防工

場会社Defense　Plant　Corporationの制度

に替えられた。それは新施設を同会社が自ら

建設しそれを航空機会社に貸与するというも

のであった。この制度は航空機以外の兵器に

も拡張され，この方法により軍が自ら工場施

設を建設しそれを航空機会社に運営させるよ

うになり，航空機工業の資金問題は一応解決



された。

　しかし資金以外にも問題があった。新施設

をどこに立地すべきかということもその一つ

であった。経営の観点からすれば，遊休施設

や労働力を利用しやすい等の利点があるため，

製造業者にとって既存工場の拡張あるいは既

存工場の近くでの新工場の建設が有利であっ

たが，既存工場の大部分が海岸から200マイ

ル以内の処に立地しており敵からの攻撃の危

険があり，そのような場所での工場の拡張や

新設には軍事的観点からは問題があった。の

みならず急膨張は，航空機の製造には広大な

敷地が必要であることからくる用地難やさら

には労働力や住宅の不足という新しい問題を

含んでいた。そのためこのような困難のすく

ない地域に新工場を建設するというのが各社

共通の考えであった。しかし実際の工場の建

設は会社により差があり，新工場を西海岸に

既存工場のあったボーイング社やダグラス社

は既存工場の近くの西海岸と遠隔の中西部に

建設し，カーチス・ライト社やノー一一ス・アメ

リカン社は東部や中西部の遠隔地に建設した

のに対し，ロッキード社は既存工場に接近し

た所だけに新工場を建設した等々。そしてこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　14）
のような拡張もコンソリデイテッド社を除き

多くの主要航空機会社ではその会社組織に殆

んど変化をもたらさなかった。1940年にはア

メリカはまだ交戦国ではなく，状況がどのよ

うに進展するか明瞭でなかったたあ，このよ

うな新工場の建設はまだ活発とはいえなかっ

た。新工場の建設，航空機の生産が急激に増

加したのは，1941年12月8日の真珠湾攻撃以

後であり，この時期は戦時体制へのいわば過

渡期にあったといえよう。

　また動員計画の中軸におかれていた自動車

工業からの転換もこの時期には進展しなかっ

た。動員計画は自動車工業の巨大な予備能力

を利用することを基礎としており，流れ作業

による量産体制をとっている自動車工業の能

力を利用すれば短期間に大量の航空機の生産

6

が可能であると考えられていた。しかし実際

にはそれは必ずしも容易でなく，事実普通の

自動車工場で生産された航空機はごく僅かで，

転換には一般に考えられていたよりはるかに

時間と努力が必要であった。のみならず1940

年には戦争の状況はまだ明確でなかったのに

対し，自動車工業は1930年代の長期間の停滞

をようやく脱し，自動車に対する民間および

軍事需要が多く見通しは明るかったため，自

動車製造業者は急いで航空機生産へ転換しよ

うとしなかった。

　特に機体の生産の転換には問題があった。

自動車工業は航空機の大量生産を行うことが

できるという確信をもっており，ドイツの電

撃作戦の行われた1940年5月，ヘンリー・フ

ォードは彼の会社は日産1000機の標準型の航

空機の生産に転換できると述べた。これは自

動車製造業者の考えをおそらく極端な形で示

したものであり，このような生産を行うたあ

に必要な完全な標準化と型の固定化は，航空

機製造業が行っていた生産を制限し生産の過

程においてたえず型を変更するというものと

はいちじるしく異なっており，軍事目的には

全く非実際的であった。国防助言委員会の委

員であり自動車関係者のなかでは最も航空機

生産と関係が深かったクヌードセンは，ゼネ

ラル・モーターズは月産1000機の航空機を生

産できると語り．また1940年後半ウオルター・

ルーサー　Walter　Reutherは自動車の生産能

力は年産800万台であるのに，現実に生産さ

れているのは400万台にすぎないので，遊休

設備を日産500機の戦闘機の生産に利用でき

ると述べた。そして1940年10月15日クヌード

センは自動車製造業者協会の会合で新しい機

械の必要なモデル・チェンジを中止し，5億

ドルの航空機部品や部分組立を行うことを訴

えた。このクヌードセンの訴えにより自動車

工業の活動を調整するため空防委員会がつく

られた。この委員会の機能は最初，自動車会

社がこれまでにみたことのないものを製造す
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ることを求められていたため，教育的なもの

であり，デトロイトに航空部品の展示場を開

いた。やがて爆撃機計画の仕事の配分が計画

され，政府は4組立工場の建設に着手した。

それは航空機会社が最終組立工場を経営し，

そこで爆撃機の製作に必要な労働時間の22％

を行い，その他の部品や部分組立は自動車工

場が担当するというものであった。労働者，

住宅，動力の調達，輸送の便宜，飛行に適し

た天候，さらには外国の攻撃からの安全など

が考慮され，工場設置場所としてフォート・

ワース，カンサス・シティ，オマハ，トゥル

サが選ばれた。そしてカンサス・シティ工場

はノース・アメリカン社が指定され，ゼネラ

ル・モーターズ社のフィシャー・ボデイ部門

の協力をえてB－25を製作し，オマハ工場で

はマーチン社がクライスラー社やグッドイヤ

ー航空機会社からの部品供給を受けてB－26

を製作した。このような組立部品は既存自動

車工場の小幅の変更あるいは拡張により行う

という計画は中型爆撃機のためには有効であ

った。

　しかしB－24を製作したコンソリデイテッ

ドーダグラースフォードの組合せはやや異なっ

ていた。航空機製造の複合体は幾何級数的に

拡大し，フォードは後に述べるようにすでに

プラット・アンド・ホイットニイ・エンジン

を製造するためルージュ川工場を拡張してい

たので，会社が機体の製作を行うには新工場

の建設が必要であった。けれども新しいウイ

ロウ・ラン（Willow　Run）工場を建設した基

本的理由はフォード社が自己流のやり方です

ることを固執したためである。1940年7月フ

ォード社は2500機の製作に参加するというダ

グラス社の提案を拒否し，自ら完成機を自動

車生産と同じ方法で量産することを主張した。

そしてフォー一ド社の強い主張のためコンソリ

デイテッド社はフォード社がLiberatorを製

作することを認め，空軍も新しいウイロゥ・

ラン工場の資金を引受けたが，それは完成機
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とともにコンソリデイテッド社とダグラス社

のためのノック・ダウンを製造するというも

のであった。空軍はフォード社の完成機製作

の能力を疑い，コンソリデイテッド社とダグ

ラス社のための月産100機の部分組立だけを

行わせた。しかし1941年中頃には爆撃機の必

要が増大したため，それは月産200機の完成

機と150機のノックダウンの生産に計画が拡

大された。しかしこのような経験を通してフ

ォード社の人々は自動車同様の方法で大型爆

撃機を量産することは彼等が考えていたより
　　　　　　　　　　　　　　　　15）
はるかに困難であることを知らされた。

　エンジンの場合は機体に比べ，技術の適応

にそれ程大きな問題がなかったため，転換は

比較的容易であった。打開されねばならなか

った困難は，財務長官ヘンリー・モルゲンソー

Henry　Morgenthauの政府が困窮地域に機体

とエンジンの工場を建設し経営するという要

求であった。プラット・アンド・ホイットニイ

社のE・E・ウィルソンE．E．　Wilsonとカー

チス・ライト社のG・ボーハンG．Vaughan

が，航空機のエンジンの製造には高度の技術

が必要であり，生産の欠陥に対してモルゲン

ソーが責任を負うかとただしたため，モルゲ

ンソーはこの考えをあきらあた。ウィルソン

とボーハンは自動車会社がエンジンの製造を

行うことを唱えた。そして1940年の初めフォ

ード社のエドセル・フォードとC・E・ソレン

センはRolles－Royce　Merlinエンジン9000

基の製造に同意したが，その3分の2はイギリ

スの注文をみたすためのものであったため，

ヘンリー・フォードによって拒否され，この

契約はパッカード社に与えられた。フォード

社は結局1940年8月プラット・アンド・ホイ

ットニイの18気筒のR－2800を製造する認可

契約をえてエンジンの製造に乗りだした。そ

してルージュ川工場に政府から1400万ドルの

資金融資をえて増築し，1941年末にエンジン

の製造をはじめた。生産技術にいろいろの改

善を加え，その多くはプラット・アンド・ホ



イットニイ社に認められたが，鍛造気筒の代

りに鋳物を用いることは拒否された。フォー

ド社の製造したエンジンにはそれが用いられ

た。プラット・アンド・ホイットニイ社のエ

ンジンは認可をえてピック，シボレー，ナッ

シでも製造された。またドッジやスチュード

ベーカーはライト社のエンジンを認可をえて

製造した。これらの会社は航空機のエンジン

を大量に生産する能力があると確信していた

が，自動車のエンジンをつくる技術は必ずし

も航空機のエンジンに適用できないことを知

った。しかし結局障害を克服し，量的にも質

的にも非常な成果をあげた。しかし航空機会

社の工場の新設，拡張や自動車工業の転換を

いちじるしく促進する契機となったのは，わ

が国の1941年12月8日の真珠湾攻撃であった。

（ii）　真珠湾攻撃後

　真珠湾攻撃はこれまでの2年間にあったた

めらいと不安に終止符をうたせた。それ以後

軍需優先は明確にされ，なかでも航空機は優

先順位のトップにおかれた。そのため航空機

工業の地位はいちじるしく改善したと同時に

急激に増加した生産目標の達成を強く要請さ

れた。大統領は1942年1月6万機の航空機を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）
要求し，43年には12万5000機に引上げられた。

この目標は現在のあるいは潜在的な生産能力

と殆んど無関係であっtため達成されなかっ

た。そして大型爆撃機の重視は機数よりも重

量で計算した生産の増加を意味した。しかし

生産計画は機数でたてられ，航空機工業の成

果は大統領が述べた目標にてらして判断され

たたあ，質を犠牲にして量を過大に評価する

危険があった。

　真珠湾攻撃後政府の航空機生産に対する対

策はいちじるしく積極的になり，真珠湾攻撃

から丁度1週間後には，ベル航空機会社はマ

リエッタにB－29の組立工場を新設し大型爆

撃機の生産に乗出し，部分組立であっtcがブ

イシャー・ボデイ部門はクリーブランドに工

8

場を設け，ボーイング社はB－29の生産を増

加するためウイチタ工場に政府所有の工場を

増設したのをはじあとし，ダグラス社は輸送

機製造工場をオクラホマ・シティとシカゴに，

カーチス・ライト社は輸送機製造工場をケン

モア，エンジン工場をウッド・リッジに，ク

ライスラー社のダッジ部門はライト・エンジ
　　　　　　　　　　　　　17）
ン工場をシカゴに建設した等々。また中小航

空機会社でも練習機などの製造能力を拡張し

た。真珠湾攻撃後数ヵ月間に建設を認可され

た新工場はそれ以前の数年間のそれを上回っ

ていた。このように新工場の建設は非常に急

がれたが完成までには時間がかかり，そのた

め速かな生産の増加には既存施設の転換ある

いは拡張の方がはるかに迅速で経済的である

ことが示唆された。1942年に設けられはじめ

て産業動員を実施する権限をもっていた戦時

生産局War　Production　Boardは，転換を

促進するたあ新工場の建設を削減した。しか

し機体の組立には特殊な要求があり，他の目

的のために設計された工場では殆んど不可能

で，部品や部分組立が他で行われる場合でも

最終組立には非常に広い床面積の巨大な工場

を欠くことはできず，機体能力の拡張には新

工場の建設が必要であった。またエンジンの

場合には周到な計画によれば転換により可能

であったが，フォードの経験が示すように自

動車のエンジン工場は航空機用エンジンには

必ずしも適当でなかっただけでなく，自動車

工業は航空機以外にもいろいろの軍事目的の

ためのエンジンを製造していた。したがって

1942年中頃以後の航空機製造工場の新設の緩

慢化は政策のためというよりは必要な能力が

すでに相当程度準備されていたためであった

といえよう。

　また，平時には激しい競争をしていた航空

機製造会社は，工作機械，アルミニウムなど

の主要原材料，熟練労働者等の不足に対し，

現存施設を十二分に活用するため，これら資

源をプールした。B－24を製造するためのダ
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グラス社とコンソリデイテッド社の提携，空

軍の要請によるFlying　Fortressを製造する

ためのボーイング社とロッキード社の協力，

BVDとして知られるボーイングーベガー一ダグ

ラスの集団などはその例であり，このような

組織は広汎に普及し主要会社は自社の航空機

の他に他社のものも製造するようになった。

そしてこのような提携関係は航空機戦時生産

会＝＄　Aircraft　War　Production　Councilによ

って促進された。同会議はコンソリデイテッ

ド，ダグラス，ロッキード，ベガ，ノース・ア

メリカン，ライアン，バルティ，ノースロープ，

ボー一イングにより構成されており，各社は航

空力学や工学のデータを共有し，工場施設の

情報を交換し，2億5000万ドルの材料の在庫

を最も必要とするところに配分した。また東
　　　　　　　　　　　　　　　　　18）
海岸の各社も同様の組織を形成していた。

　さらに各社は生産技術の改善に努力した。

コンソリデイテッド社のそれは特に目覚しく，

直線的生産組織の整備，組立の大部分の下請

化，労働者訓練，権限の分散等により生産能

力を大幅に増加した。そしてこのような技術

の進歩には量産方式を航空機の生産に導入し

ようとしたフォe・一一ド社との提携に負う処がす

くなくなかった。また同社は原材料や部品の

供給を容易にするため協力工場制度feeder－

shop　systemを導入した。そしてこの制度は

航空機工業で広汎に利用された。

　大統領の5万機要求以来，航空機の生産機

数の増加が圧倒的に重視され，この傾向は真

珠湾攻撃直後さらに強められた。政府は現存

の航空機の生産増加の妨げとなるような研究

開発計画の延期を命じたことさえあり，生産

の増加は質の犠牲を伴った。量は多いにこし

たことはないが，しかし質が遅れておれば量

が多いことは役にたたなかった。戦争に勝つ

ためには兵器はすくなくとも敵のものと質的

に同じ水準である必要があった。すぐれた技

術者はたえず型の改善を考えており，ある航

空機が生産されて工場を出るまえに，すでに

9

新しい設計ができているといわれるくらい，

技術進歩が急激であった航空機では特に質の

問題は重要であった。大量生産のためには設

計を固定せねばならなかったが，設計を長期

にわたって固定すれば，質の遅れはまぬがれ

ないであろう。需要が非常に多く，急速に技術

が進歩している航空機の生産において両者を

いかに調和させるかは重要な問題であった。

その上戦場からの現存の航空機に対する特殊

な改善の要求も多く，これにも対処せねばな

らなかった。この問題を解決するたあ，航空機

が正規の生産ラインを離れた後の改善を行う
　　　　　　　　　　　19）
修正センターが設けられた。これはもともと

イギリスで，アメリカの航空機をイギリスの

設備に適応させるたあに成立したものであり，

1942年5月航空機の特殊な改善という余分の

負担を負わされていたアメリカの航空機製造

業者によって採用された。修正センターは多

くの場合生産ラインのすぐ近くに設けられ，

本来なら組立ラインに組込まるべき変更のい

くつかを担当した。特殊な戦術目的に個々の

航空機を適応させることを同センターが行っ

たため，航空機製造業者は基本的な型の生産

に集中することができ，生産過程における変

更は減少し航空機生産がたすけられた。そし

て修正センターが最も増加した1944年6月に

はその雇用者数は4万3400人に達していた。

しかしこの方法にも欠点があり，また工場に

おける変更を完全に除くことはできなかった。

そして終戦までには航空機生産における量と

質との調和は生産管理技術の改善により行わ

れるようになった。

　航空機生産施設の拡張新設は，工場設備や

工場の床面積の大きさからも知ることができ

るように，事実上1943年末までに達成されて

いたが，このような工場設備の新増設のため

に必要な資金は巨大であった。1940－45年間

の航空機のための設備資金は38億9400万ドル

にのぼり，これは1939年に利用できた設備総

額1億1400万ドルと比べ，いかに彪大であっ



たかは明らかであろう。そしてその大部分は

政府資金によって賄われており，政府は新施

図一1主要12航空機会社の売上高と設備投資額

（単f立100万ドル）
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　　Aviation　Facts　and　Figures，1955　John　S．　Day．

　　Accelerating　Aircraft　Production　in　the　Korean

　　War．　ed　G．　R，　Simonson，　The　History　of　the

　　American　Inductry，　P．217より

表一3　航空機工場設備の床面積

　　　　　　　　　　（単位100万平方フィート）

設を建設し，それを航空機会社に貸与し経営
　　　　　　　　29）
させていたのである。しかし政府が賄ったの

は設備資金だけではなかった。生産規模の拡

大に伴い増加した支払賃金，部品供給業者や

下請業者への支払などの運転資金も同様であ

った。1943年における六大航空機製造業者の

負債額は運転資本の10倍に達したといわれ，

それらは契約に対する前渡金や民間銀行から

調達し政府が保証したVローンによって賄わ

れていた。例えばノース・アメリカン社につい

てみれば，1940年末現在の純資産額は1200万

ドルであったが，工場の新増設のために6600

万ドルが政府から与えられており，これは

1944年9月末同社が使用していた工場床面積

の74％に及んでいた。また棚卸資産の一部は

空軍の通常の調達契約における固定報酬契約

や前渡金によって賄われ，運転資金はJ・P・

モルガン商会からのVローンによって調達さ

れており，1944年9月末日にはその額は3000

表一6　航空機・同部品工業の従業者数

　　　　　　　　　　　　　　　（単位1000人）

合訓機体・・ジ・プ・ぺ・

1940（1月）

1941（　〃　）

1943（　〃　）

1943（12月）

1944（　〃　）

　13，1

25，5

．117，1

175，0

167，4

　9，6

17，6

77，5

110，　4

103，　O

3，0

6，5

31，8

54，2

54，9

　Aviation　Facts　and　Figures．1957

表一4航空機工業の拡張資金　（1940・－45）
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7，　9

1940
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1942

1943

1944

1945

晦機同綿降製造剰％

（単位100万ドル）

降釧民間制政府資金
総　　　　　　額　　　　　　3，894　　　　　　420　　　　　3，474

構造物　1，556　212　1，344
設備2，3382082，　130
　Herman　D．　Stekler，　The　Structure　and

Performance　of　the　Aerospace　Industry，
P．10，
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万ドルに達していた。なお航空機関係主要会

社の1940－44年における設備資金に占める政

府資金の状況を示せば表一5の通りである。

　しかし工場の新増設に伴う労働力の調達は

容易でなかった。航空機の生産増加とともに

雇用数は増加し，最も多かった1943年には

134万5600人に達し，それは39年の6万3200人

の20倍以上で，製造業雇用者総数の7．6％に

相当し，製造業中第1位を占めていた。とは

いえこのような雇用者数のいちじるしい増加

の相当部分は不熟練な婦人および16－17歳の
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表一5　航空機・エンジンおよび附属品設備拡張資金源泉　1940－44（単位100万ドル）

会　　　　　　　社　　　　　　　名 政府資金 民間資金

Bell　Airρraft　CorpQration 92．9 5．8

Bendix　Aviation　Corporation 110．5 10．8

Boeing　Airplane　Company 71．1 5．4

Chrysler　Corporation 197．6 0．8
Consolidated　Vultee　Aircraft　Corporation　　　　　　　　　　　　　　　，

142．4 27．5

Continental　Motor　Corporation 87．8 2．1

Curtiss－Wright　Corporation 425．2 46．3

Douglas　Aircraft　Conpany，lnc． 196．9 15．1

Fairchild　Engine　＆Airpla血e　Corporation 41．6 1．4

Ford　Motor　Company 223．6 11．3

General　Electric　Company 49．6 3．1

General　Motors　CorpQratiQn 501．3 33．7

Hughes　Tool　Company
Lockheed　Aircraft　Coporation 29．8 25．1

The　Glenn　L．　Martin　Company 77．4 3．9

McDonnell　Aircraft　Corporation
Nask－Kelvinator　Corporation 71．5 0．1

North　American　Aviation，　Inc。 78．7 5．0

Packard　Motor　Car　Company 93．1 0．3

Republic　Aviation　Corporation 45．1 0．6

The　Sperry　Corporation 44．9 1．0

Studebaker　Products，　Inc． 92．9 0．5

Thompson　Prσducts，　Inc． 30．5 4．0

United　Aircraft　Corporation 206．8 36．9

U．S．　SurpIus　Property　Administration，　Preport　to　Congress，　Aircraft

Plants　and　Facilities　（January　14，1946），　p．40　Stekler，　ibid。，　p．11．

若年者であった。航空機工業は労働集約的で，

1939年には熟練および半熟練労働者が全労働

者の9割を占め，熟練および半熟練労働者の

割合は製造業中最高であっただけに熟練労働

者の不足による労働の質の低下は航空機工業

にとって重要であった。そしてこのような労

働者の調達難は新工場の立地の決定にも大き

な影響を及ぼした。戦前には航空機工業が必

要とする熟練労働者を大抵の都市で確保する

ことができたため，労働力は立地決定要因と

して殆んど問題とならなかった。しかし戦時

中は立地要因として労働力の供給，住宅状況，

動力資源，輸送条件，なかでも労働力の供給

が重視され，航空機工場の立地場所として労

働力が他の重要産業によって先取りされてな

い地域が選ばれた。大規模な設備拡張が始ま

ったとき，軍部は敵からの攻撃を避けるため

11

内陸に工場を立地することを要請したが，内

陸における工場の増加は軍の要請もさること

ながら，企業の立場からは労働供給の変化に

よるところが大きかった。また労働力構成の

変化は生産技術にも影響を及ぽした。航空機

製造業者は自動車工業のいろいろの製造方法

を採用しているときでも，それが必ずしも本

当に航空機の製造に適しているとは信じてい

なかった。平均的な自動車の部品は5000であ

るのに，例えばB－25爆撃機はエンジン，装

置，プロペラ，15万個の鋲を含まないで約16

万5000個の部品からなっており，部品の数が

いちじるしく異なり，組立方法が一様でない。

のみならず，航空機の生産が増加したとはい

え，戦時中の総生産高が約30万機で最大の

1944年でも9万6000機で，それが約20社の航

空機会社によって生産されており，航空機工



業は自動車工業の基準では大量生産とはいえ

なかった。そして必要な熟練労働者が調達で

きたならば，このような方法も製造技術に大

した変更を加えることなく行われたであろう。

生産過程を機械化し，作業を極力単純なもの

に細分化し，作業の習熟時間を最小限にしな

ければならなかったのは，主として不熟練な

訓練をうけていない労働者によって短期間に

大量の航空機を生産することを要求されたた

めであった。

　ところで当時の航空機会社の経営状況はど

のようであったであろうか。第1次大戦にお

ける不当利得の記憶がまだ残っていたため，

国民も政府もそれを繰返してはならないとい
　　　　　　　21）
う気持が強かった。もっともどれだけの利益

がうけいれられるかを決定することは容易で

ない。しかもこれまでに年5万機以上の航空

機の生産が行われた経験がないだけに，規模

の経済がどのくらい実現されるかを推計する

ことは困難で，費用について不確定な要素が

非常に多かった。価格と賃金の統制は1942年

まで行われず，統制がされた後もそれは完全

には有効でなかった。したがって原材料費や

労務費を見積ることは容易でなく，特に労務

費の見積は大部分の労働者が不熟練労働者で

その上移動率が高く，労働生産性を正確に推

計することができなかっtcため困難であっtc。

また設計の変更が頻繁でその費用を正しく予

見することもできなかった。このような事情

があったため契約価格の交渉には困難があっ

k。ユナイテッド社と海軍とのプラット・ア

ンド’ホイットニイ・エンジンについての交渉

契約はその代表的な例であった。海軍は生産

数量の増加により単価は低下するということ

を指摘した。会社側もこの主張を認めたが，

工場規模の拡張，機械設備の増設，追加労働の

補充が行われている時期にはコストは高くな

るということを主張した。結局最初の契約価

格はこれまでの経験にもとついて決め，コス

ト低下が実現されれば会社は自発的に価格を

12

引下げるということで合意した。政府は工場

に原価監督官を駐在させていたので，成果を

正しく点検することができた。そして1940年

にユナイテッド社は会社の資本で設備した工

場で1200万ドルの利益を計上し，年々の純益

をこの額に固定することを決めた。その結果，

価格は低下し，最初3％であった税引後売上

高利益率はやがて2％に低下し，政府の節約

額は1000万ドルに達した。同様の交渉はノー

ス・アメリカン社などでもとられ，このよう

な交渉を基礎として1942年の再交渉法Rene・
　　　　　　　　　　　　　　　　22）
gotiation　Act　of　1942が制定された。そし

てこの法律により過大な利益が生じた場合に

は戦時契約は強制的に再交渉されることにな

った。この法律は1944年改正され，戦時契約

価格調整i局War　Contracts　Price　Adjust・

ment　Boardが制定された。それは超過利得

税を払った後でも利潤が高すぎないかという

ことを再調査する職能をもっていた。このよ

うにして政府は第1次大戦後におけるような

戦時契約の超過利得についてのスキャンダル

がおこらないような対策を講じていたのであ
る。

　再交渉法が制定される以前には主要12航空

機製造会社の税引後売上高利益率は1940年に

は12．7％，41年には7．4％であった。しかし

42年以後はその率は低下し，2．2％を超えた年

はなく，44年には1％にすぎなかった。他方

純所得に対する連邦税率は引上げられ，1940

年には26．9％であったのが，42年には72．6％

とされ，大体その率が45年まで続いていた。こ

れらの会社は1940－45年に純利益3億5000万

ドルを得たが，11億7130万円の連邦税を支払

っていたのである。しかし航空機会社はすで

に述べたように工場施設の大部分を政府資金

によって賄われていたため，このような利益

も自己資本と対比すればかなり高くなる。例

えばダグラス社の自己資本利益率は税引前で

は1941年には112％という非常な高さで，税

引後でも51％であった。そして売上利益率が



アメリカにおける航空機工業の発達（宇野）

図一2　主要12航空機会社の収益率
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低下した44年でも，自己資本利益率は税引前

で69％，税引後でも15％という高率であった。

政府資金が航空機製造会社にとって如何に重

要な役割を果していたかはこのことからも明
　　　　　23）
らかであろう。

　最後に自動車製造業者はこの時期の航空機

生産にどのような役割を果したかを考察しよ

う。自動車工業の航空機，組立部品および部

品の生産高は110億ドルを超え，これは自動

車工業の軍需生産総額の38．7％に達し，自動

車工業はこの時期の航空機生産に大きな貢献

をしていた。しかしそれは主として航空機製

造業者に供給する下請工場あるいは認可工場

としてであり，組立部品，部品の供給者とし

ては最大のグループであった。航空機エンジ

ンの生産総数81万2615のうち45万5522，プロ

ペラ生産総数71万371η）うち25万5518を自動

車工業は生産していた。これに対し完成機は

ヘリコプターやグライダーを含めて2万7000

機で，これは部品の数字と関連して考えれば

相当の量であった。しかし自動車工業は航空

機生産に容易に転換できると思われ過大な要

求や期待がなされていたたあ，失望されいろ

いろ批判された。そしてその中心となってい

たのはフォード社のウイロウ・ラン工場の計

画である。

　．Day，　Accelerating　Aircraft

R．　Simonson，　The　History　of

P219より
　　　　　　　　　　24）
　　ウイロウ・ラン工場はすでに述べたように

　自動車の大量生産方式を航空機の生産に適用

　するために設立された工場でいわば画期的な

　ものであった。しかしそれが計画した生産の

　達成は非常に遅れた。フォード社の幹部や技

　術者は工場の設立に当り，コンベア社の工場

　でB－24の生産を促進するためのいろいろの

改善策は導入したが，大量生産方式が航空機

　の生産に適しているか否かを十分検討するこ

　となく，航空機製造業者から学ぶべきことは

　何もないとして全く自己流に工場を建設した。

　例えばアルミニウムの加工に自動車の鋼鉄の

　薄板に用いた鋼鉄の打抜き型を使用した。し

　かし鋼鉄の打抜き型はアルミニウムに傷跡を

　残し，傷跡の残った表面は航空機には好まし

　くなかった。そしてこのように自己流に固執

　したことが生産の遅れの理由の一つになって

　いた。しかし生産が遅れた原因には設計変更

　の問題もあった。設計変更はすでに述べたよ

　うに航空機の生産では一般的であり，航空機

　製造業者はこの問題に取組んでおり，自動車

工業から転換した下請工場に対してもこのこ

　とを警告した。しかし大量生産方式に固執し

　たソレンセンは設計の固定化を主張し，戦闘

の必要からおこる設計変更の要請による設計

者の設計変更に対し，彼等は生産計画のこと

13



を考慮していないと述べている。彼はB－24

の製造は戦争に勝つためであることを見落し，

特殊な生産方法の効果を証明するために行っ

たといえるかもしれない。

　また工場の立地場所にも問題があった。フ

ォード社がウィロウ・ランに工場を建設した

のは主として広大な工場用地とそれに接近し

て飛行場があったためで，立地要因として重

要であった労働力や住宅や輸送の問題が殆ん

ど考慮されていなかった。そのため労働力の

大部分は労働力が不足しているデトロイトか

ら住宅のないこの地に建てねばならず，また

輸送のための高速道路の建設がなされねばな

らなかった。そしてフル操業には7万人の労

働者が必要であったのに4万2000人以上を確

保することはできなかった。さらに生産の遅

れはコンベア社から提供された大量の図面や

その他の資料の大半が利用できなかったこと

にもよっていた。航空機会社の体制では図面

は現場で熟練した技能によって解釈されると

いう方式であり，それは自動車工業のものと

異なっていfaたあ，それを使用することはで

きなかった。

　以上のような事情が重なったため，ウイロ

ウ・ラン工場の生産は計画より非常に遅れて

いた。そのため不満はいちじるしく増大し，

1943年中頃には政府はこの工場を接収するこ

とを真剣に検討した。しかし1943年末までに

はこれらの困難のいくつかは克服され，同工

場の生産に期待がもてるようになった。そし

て1944年には単一工場としては重量で計算し

た航空機の生産では最大であった。同工場は

B－24を6791機生産したが，そのうち5476機

は1944年と45年に行われていた。また1942年

からは部品組立も行っており，他工場組立て

られるノック・ダウン1893機も生産していた。

したがってウイロウ・ラン工場はB－24が大

量生産方式で生産できることを実証したもの

とはいえ，部分的には成功を収めたといえる

であろう。しかしそのためには非常な時間と

労力を要しただけでなく，不幸なことに月産

650機の能力をフル操業することもなかった。

生産が軌道に乗ったときには多くのB－24を

もはや必要としなくなっていたtcめ，同能力

の3分の2以上の生産をあげた月はなかった。

B・－24はB－17と比べれば航行距離も収容能

力も大きかったとはいえ，1944年には陳腐化

し，B－29に抜かれていたのである。

　自動車工業でフォ…ド社のウイロウ・ラン

工場以外に完成機を生産していたのはゼネラ

表一7　主要航空機生産会社　1940　－45

North　American
Convair
Douglas
Curtiss－Wright
Lockheed
Boeing
Grumman
Republic
Iミell

Eastern　Aircraft
Martin
Chance　Vought
FQrd
Goodyear

生産機数

41，188
30，903
30，696
26，154
18，926
18，381
17，428
15．603
13，575
13，449
8，810
7，890
6，791
3，940

Rae，　ibld．，　p．168
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表一8 工場別 機体の受注状況 1940～44（単位 1000ポンド，予備を除く）

工　　　場　　名 1940 1941 1942 1943 1944 1940－44計 順位

主要1940年以前工場
東海岸

Bell－Buffalo 141 3，421 7，296 18，409 13，910 43，607 17

Chance　Vought－Stratford 124 1，701 2，635 9，790 14，702 28，962 22

Curtiss－Buffalo 4β18 8，817 19，260 26，985 35，834 95，214 7

Gmmman－Bethpage 514 1，382 10，257 26，259 35，355 78，767
1
ユ

Martin－Baltimore 1，723 6，040 19，402 36，583 32，909 96，657 5

Repubiic－－Farmingda正e 383 572 3，494 19，328 25，057 48β34 14

中西部
Curtiss－，St．　Lou｛s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 53 463 2，629 3，925 2，057 9，127 30

西海岸　　　　　　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I

Boeing－Seattle　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l 1，346 5，225 31，912 57，798 70，074 166，355 2

Consolidated。Vuhee－San　Di　ego　　　　　　　　i 428 8，904 37，222 66，968 67，180 180，702 1

Douglas－Santa　Monica　　　　　　　　　　　　　［ 4，148 9，294 10，211 24，016 28，372 76，041 10

Douglas－EI　Segundo 507 1，431 4，338 13，423 4，485 24，184 25

Lockheらd稿B刷一Burbank 3，013 11，595 20，303 25，660 35，977 96，548 6

North　American－Inglewood　　　　　　　　　　　　1 3，638 6，669 17，494 24β38 28，283 80，422 9

計　　　　　　　　　　　　　　　1 209336 65，514 186，482 353，482 394，195 1，019，918

主要新工場一航空機会社が経営

本工場に近い一西海岸

Boeing－Renton 一 一 一 一 6，686 6，686 31

Douglas－L。ng　Beach 「
34 20，757 47，400 55，798 123，989 3

Lockheed“Aり一Burbank 一
287 12，179 35，536 35，568 83，570 8

本工場から遠い一東部
、

BeU－Atlanta 1　　　一 〕 一
192 9，668 9，860 29

Cur‡lss－Coiumbus 1　　＿
一 1，419 5，898 20，162 27，479 23

Republic－Evansville 一 一
64 7，238 19，757 27，059 24

Curtiss－Louisville 一 ｝ 一
164 4，107 4，271 33

本工場から遠い一中西部

Boeing－Wichita 一 一 一 4，185 34，728 38，913 18

Consohdε‡ed－Vロ1tee－］Fbr亡Worth 一 一 1ρ33 28，272 40，722 70，027 12

Douglas－Tulsa 一 一
186 11，908 17，669 29，763 21

Douglas－Oklahoma　City 一 り 一
5，627 40，692 46，319 15

Douglas－Chicago 一 一 一
239 6，038 6，277 32

Martin－Omaha 一 一
1，376 19，639 9，298 30，313 20

North　American－Kansas　City 一 ｝ 5，003 19，715 39，047 63，765 13

North　American－Dallas“A” 一 1，920 9，982 11，661 20，752 44，315 16

North　American－Dallas隔B” 一 一 　｝C
1，451 20，996 22，411 26

計 一 2，241 51，999 199，089 381，688 635，017

主要新工場一航空機会社以外が経営 、

東海岸

Eastern　Aircraft　Division　of　G．M．－Linden 一 一
83 5，111 10，642 15，836 27

Eastern　Aircraft　Division　of　G．M，－Trenton 一 一
20 7，652 24，361 32，033 19

中西部

Ford－Willow　Run 一 一
557 29，951 92，568 123，076 4

GOQdyear－Akron 一 一 一 2，074 11，594 13，668 28

計 一 一
660 44，788 139，165 184，613

主要新工場計 一 2，241 52，659 243，877 520，853 819，630

主要工場計 20，336 67，755 239，112 597，359 915，048 1，839，610

その他　計 2，775 13，609 36，717 56，829 46，073 156，003

総　　　計 23，111 81，364 275，829 654，188 961，121 1，995，613

TQm　Lilly　et　aL，　ibid．，　pp　l26－7
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表一9　主要エンジン工場の生産高　1939－44（単位1000馬力）

会　社　名

戦前からの工場
Allison

Pratt＆Whitney
Wright

計

分工場

Pratt＆Whitney
Wright

計

認可工場

Phckard

以下の会社の認可によるもの

　Pratt＆Whitney
　Wright
計

合計

工

場　1938
数

1
1
1
31
2
31

4
2
ワ
ー

　13
1，956

2β46

4β15

4，315

1939　　　　　1940

　5Q
3，080

3，204

6，334

1，26e

7，500

6，963

15，723

1942

7，365　　　25，⑪71

18，265　　　40，196

19，868　　　30，Q12

45，498　　　95，279

75724・557i
　　24，5571757

一

　
　
｝
『

61

539

一 一 一

一 一

一 一
600

6，334 15，723 46，855

1943

11，056

31，610

8，540

51，206

171，042

36，273

53，096

28，929

118，298

　　2
41，640

41，642

20，661

111，680

34，508

＿＿＿－L－一

166，849

326，789

1944

35，982

43，106

22，5e6

101，594

　7，081

67，018
幽’ V4，099

38，406

155，147

53，950

247，503

423，196

1940－1944

105，951

162，163

108，278

376，392

　7，083

133，972

141，055・

70，184’

298，976

96，998

466，158

983，605

　％
10．8

16．5

11．G

38．3

0。7

13．6

14．3

1
4
9

7
0
0
」

　
3

47，4

皿τ山
一

『
戦前からの工場計 一 一

1GO．0％ 97．1％ 55．7％ 36．2％ 24．0％ 38．3％

分　工　場　計 一 一 0．0 1．6 14．4 12．7 17．．5 14．3

認可工場計 一 一
0．0 1．3 29．9 51．1 58．5 47．4

5ヵ年の総生産高に占める％ 一 門 1．6％ 4．8％ 17．4％ 33．2％ 43．0％ 100．0％

Tom　Lilley　et　al，　Conversion　to　Wartime　Product量on　Techniques．　in　ed．　G．R．　Simonson，　The　History　of　American

Aircraft　Industry，　p．125，

ル・モーターズ社のイースタン航空機部門だ

けであった。これはウイロウ・ラン工場の場

合と全く異なった方式で行われており，それ

は航空機の生産に転換したゼネラル・モータ

ーズ社の組立および部品製造を行う5工場を

集めた一時的な組織であった。同部門はグラ

マン社の認可を得て航空機の生産を行ってい

た。同部門が戦時中に生産した航空機は，戦

闘機5927機，雷爆機7522機で，機数ではウイ

ロウ・ラン工場の2倍であったが，重量では

40％にすぎなかった。雷爆機や戦闘機はB－24

と比べればそれ程複雑でなかったため，ウイ

ロウ・ラン工場の場合のような問題はなかっ

た。それにもかかわらずイースタン航空機部

門も自動車工業に対する期待が大きすぎたた

め，航空機の生産ICおいてうけてよいだけあ

評価をされていなかった。

　なお戦時中における会社別，工場別の航空

機およびエンジンの生産高を示せば表7，8，

16

9の通りである。

1）　John　B．　Rae，　Climb　to　Greatness，　pp．

　101・2．

2）　　ibid．，　p．102．

3）ibid．，　p．108なお航空機工業の立地場所お

　よび戦時中における変化についてはWilliam

　Glenn　CunninghamのThe　Aircraft　ln・－

　dustry：AStudy　in　lndustrial　Location

　およびPostwar　Developments　and　the
　Location　of　the　Airc｝aft　Industry　in　1950，

　ed，　G．　R．　Simonson，　The　History　of　the

　American　Aircraft　Industry参照．

4）　J．B．　Rae，　ibid．，　p，108．

5）　ibid．，　pp．108－9．

6）　ib三d．，　p．110．

7）　　ibid．，　pp，110－1．

8）ibid．，　pp．113－4　G．　R．　Sim㎝son，　The

　Demand　for　Aircraft　and　the　Aircraft

　Industry，1907－1958．　The　Journal　of

　Economic　History，　Sept．1960．　p．371．
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9）W．G．　Cunningha叫L，ocation　of　the
　Aircraft　Industry，　p．76．　J．　B．　Rae．，　ibid，，

　p．115．

10）　J．B．　Rae，　ibid．，　p．115．

11）　ibid．，　p．121．　G，　R．　Simonson，　Demand

　for　Aircraft　and　the　Aircraft　Industry，

　1907－1958，p，371．

12）　J．B．　Rae，　ibid．，　p．122．

13）　ibid．，　p。123，

14）最初Consolidatesと関係のなかったAV

　COのVultee部門は，1939年8月陸軍から

　基礎訓練機1200機の注文をうけ，この時は損

　失を蒙ったが，1940，41年にイギリスから急

　降下爆撃機Vengeance（A31およびA35）
　の注文をうけ，そのたあ工場を拡張した。ア

　メリカの金融業者Victor　Emanuelの支配

　に移っていたAVCOは製造部から再編を
　し，Aviation　manufacturing　Corporation

　Vultee部門は1939年Vultee　Aircraft
　Corporationとなり，　AVCOは新会社の4

　分の3を保有していた。翌年同社はAVCO
　の子会社で軽飛行機を製造していたStionson

　をAVCO内部の株式交換により合併した。

　同社のその後の拡張は目覚しく，1941年には

　Downey工場とNashville工場で従業者数

　　1万人，受注残高1億7800万ドルになってい

　た。このようにVulteeは積極的な拡張をと

　げていたのに対し，Consolldatedは経営上

　の混乱に見舞われていた。同社はPBYとB－

　24の製造会社として成果をあげていたが，

　1939年末海軍のためにSan　Diego工場を拡

　張した上に，さらに1940年には春に緊急工場

　施設契約により秋に国防工場会社の援助の下

　にさらに拡張した。その時陸軍省はB－24の

　生産を急増する雄大な計画を進めていた。3

　大新工場が計画された。部分組立を行うフォ

　ード社のウイロウ・ラン工場と最終組立を行

　　うTulsaとFort　W。rthの工場がそれで，

　前老はDouglasに後者はConsolidatedに

　経営がまかされた。しかしReuben　Fleetは

　政府が彼の仕事を統制することを好まず，

　Consolidated　の拡大した経営を1人で支配

　　しようとした。そのため政府の役人を怒らせ

　た。1941年中頃陸軍と海軍が後押ししてAV

　COにFleetの持株を買取らせた。　Vultee

　AircraftはFleetの持株44万株（全体の34
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　％）を買った。その代金はVulteeが24万株

　の優先株を一般に売りだして得た1094万5㎜

　ドルと，15万株の普通株をAVCOに売って

　得た150万ドルと借金によって賄われた。

　このようにして1943年両社は合併してCon－

　solidated－Vultee　Aircraft　Corporation．あ

　るいはConvairとなった。

15）　自動車工場の転換の状況についてはJohn

　B．Rae．　ibid．，　PP．128－138参照。

16）

17）

18）

19）

20）

　The　Structure

　Aerospace　Industry，　P．9．

21）利潤を制限するものとして後に述べる再交

　渉法の他に，利潤を契約価格の10％に制限す

　るビンソン・トラメル法Vinson　Trammel

　Act。f　1934と政府の航空機調達の契約価格

　の12％をこえる利潤は払い戻させるという

　1939年の法律があった。

22）　John　B．　Rae，　ibid．，　p．156．

23）　G．R．　Simonson，　The　Dernand　for　Air－

　craft　and　the　Alrcraft　Industry，1907－

　1958．p．372．

24）フオード社のWillow　Run工場について

　はJohn　B．　Rae，　ibid．，　PP．158－161参

　照。

ibid．，　p．142．

ibid．，　pp．142－3．

ibid．，　pp．144－5．

ibid．，　pp．148－9．

ibid．，　pp．153－4．　Herman　O．　Stekler，

　　　　　　and　Performance　of　the

6　終戦の影響と朝鮮戦争

　終戦は急膨脹をとげたアメリカの航空機工

業に大きな打撃を与えた。1945年末までに

215億7846万ドルにのぼる1万8267件の契約

が取消され，売上高は最大であった44年の

160億4700万ドルから47年には12億ドルと10
　　　　　　　　　　1）
分の1以下に減少した。そして45年12月に操

業していた工場は，44年の66工場中16工場と

なり，それらはいずれも戦前からの主要航空

機製造会社であった。フォード社が1945年6

月，，ゼネラル・モーターズ社が9丹に航空機



の生産を停止したのをはじめとし，軍事需要

の増加により機体，エンジン，プロペラ，グ

ライダー，部品などを製造していた自動車，

冷蔵庫，家具その他の会社はごく僅かの例外
　　　　　　　　　　　　　　2）
を除き航空機の生産から撤退した。また分工

場や協力工場は戦勝日以前に生産をやめたも

のはすくなかったが，戦後数カ月の間にその

大部分が閉鎖された。さらに戦時中に設立さ

れたコロンビア航空機会社Columbia　Air－

craft　Corporation，グローブ航空機会社Glo－

be　Aircraft　Corporation，アメリカ航空会社

American　Aviation　Corporationなどや多

数の中小グライダー会社はその殆んど全てが

解体し，戦前からあった会社ではブルースタ

ー航空会社Brewster　Aeronautical　Corpo－

ration，カルバー航空機会社Culver　Aircraft

Corporation，フリートウィングズ会社Flee－

tw…ngs，　Inc．セント・ルイス航空機会社St．

Louis　Aircraft　Corporationなどが破産し，

インターステイト航空機エンジン会社Inter－

state　Aircraft　and　Engineering　Corporation，

ティム航空機会社Timm　Aircraft　Corpo・

rationなど5社は存続はしたものの航空機以

外のものに転換した。そしてζのような多数

の転換工場や戦時中に設立された会社の脱落

により，航空機工業は次第に戦前の構造に復

帰した。

　しかし1946年は第1次大戦が終った1919年

と同じではなかった。巨額の軍事契約の取消

しは避けられなかったが，このようなことが

起きる事はすでに政府と業界により予想され

ていた。そのため命令的な契約をやめるため

の手順が1943年には決められ，44年には契約

清算法Contract　Settlement　Act　of　1944が

制定されていた。そして注目されるような生

産設備の拡張は1943年12月以後行われず，航

空機生産は44年3月から低下をはじあ，従業

者数も43年11月の210万1600人をピークとし

てヨーロッパでの戦争が終った45年5月8日

までに146万4200人に減少し，さらに日本が

降伏した8月14日には僅か51万9900入になっ

ていた。また軍事契約がなくなった時に起る

混乱を避けるため，事情が許す限り漸次的に

軍事需要を減少させる，製造業者や下請企業

に大量の異常な在庫が残らないようにする，

平時生産に復帰するための援助を与える等の

ことが試みられた。のみならず政府は第1次

大戦後のように民間市場に余剰の航空機やエ

ンジンを放出することをしなかった。さらに

第2次世界大戦はアメリカの政府や国民に強

力な空軍の重要性を認識させた，航空輸送が

確立しその発達が期待された，ジェット・エ

ンジンやヘリコプターなどの新技術や新製品

が現実化していた，個人用航空機発達の可能

性があった等第1次大戦とは比べものになら

ない好条件があったのである。

　とはいえ1946年の需要減退はいちじるしか

った。航空調整委員会Air　Coordinating　Co－

mmitteeは45年10月11日の報告の中で，航空

機工業は国家の緊急時の拡張の中心となるも

のであり，そのようなものを確立させるため

には民間航空機の生産の増加を考慮に入れ，

空軍は年々3000－5780機の軍用機を購入する
　　　　　　　　　3）
必要があると勧告した。このような勧告にも

表一10航空機生産高　1944－54

陣副民剛合計
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1944

1945

1946

1947

1948

1949

1950

1951

1952

1953

1954

96，　318

47，714

1，417

2，　122

2，536

2，592

2，680

5，055

7，131

8，978

8，089

2，047

35，001

15，617

7，302

3，545

3，520

2，477

3，509

4，134

3，　389

96，318

’49，961

36，418

17，739

　9，　838

　6，137

　6，200

　7，532

10，640

13，112

11，478

　1944－45年はU．S．　Civil　Aeronautics　Ad－

ministration，　U，　S．　Military　Aircraft　Accept－

ances，1940－45より．

　1946年以下はAerospace　Facts　and　Figu－
resより．
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かかわらず，航空機会社が空軍から受けた注

文はそれよりはるかにすくなかった。民間航

空会社からの需要の増加などのため，1946年

には民間機の生産は3万5000機に増加したが，

空軍の購入の極端な削減を補うことはできな

かった。戦時中の拡張の大部分は政府資金に

よって賄われ，政府が所有していたため，こ

れら設備の遊休は必ずしも会社にとっては経

営上の負担にはならなかったが，需要激減の

ため航空機製造会社はいずれも苦境に陥った。

1947年大統領の航空政策委員会と議会の航空

政策会議は航空機工業の破滅的状態を調査し，

直ちに航空機工業を援助するように勧告した。

表一11主要航空機会社の状況（1947年）

そして航空機工業の技術と生産能力を維持す

るたあ，軍用機の発注は漸次増加した。しか

し，1946年に増加した民間需要はそれ以後減

退した。旧軍人パイロットによる個人用飛行

機に対する関心は長くは続かず，軽飛行機の

生産は1946年の3万4568機から50年には僅か

3391機に減少し，民間輸送機の生産も46年の

433機から漸減し49年には160機にすぎなか
　4）
った。このように民間機が減退し，他方1948

年以降軍用機の需要は増加したとはいえそ

れほど顕著でなかったため，朝鮮戦争が勃発

した1950年までは大部分の航空機会社は欠損

をまぬがれるため苦闘を続けていた。なお

1工　面 1947年 1947年 受注残高

会　　　　社　　　名
1
　
工
場
　
所
在
地
3

（平方tィート）
従業貝数 売上高

i1000ドル）
損　益
i1000ドル）

（1000ドル）1隈7年10脳日）

Beach　Aircraft　Corporation Wichita，　Kans． 966，447 2，500 26，211 一1，816 20，000

Bell　Aifcraft　C・rporati・n Niagara　Falls，　N．呈 1，200，000 2，000 10，645 一　381 13，092

B。eing　Aiplane　Company Seattle，　Wash． 1，700，000 17，000 14，345 一　357 227，659

Wichita，　Kans． 306，207 13700

Conso1三dated　Vultee　Aircraft　Corpora一 San　Dieg。，　Calif． 2，370，373 10，785 31，465 6，265 211，632

tion Fort　W。rth，　Tex． 4，！06，108 11，529

W＆yne，　Mich． 231，100 933

Curtiss－W∫ight　Corporatin Columbia，　Ohio． 1，408，693 3，000 58，828 一　465 130，000

CoMwe11，　NJ． 750，000 3，900

Wood・Ridge，　N．」， 2，289，784 6，025

D。uglas　Aircraft　C。mpany Santa　Monica，　Calif．

dI　Segundo，　Calif，

kong　Beach，　Calif．

6，005，645

@113，055

@347，275

｝13・… 92，563 一1，170 i82，600

Fainchnd　Engine　and　A藍rplane　Corpora。 Farmingdale．　N．Y 204，750 1，175 NA NA 27，700

tion Hagerstown，　ML 882，450 3，550

Winfield，　Kans． 91，175 76

Grumman　Aircraft　Engine　Corporation Bethpage．　N．兄 一 3，500 NA 1，238 NA
Lockheed　Aircra正t　Corporation Burbank，　Calif． L520，000 12，684 133，000 NA 126，000

The　Glem　L．　Martin　Company Middle　River，　Md． 2，800，000 10，500 NA 一15，500 122，000

McDonneU　Aircmf匙Corporation St．　Louis，　Mo． 1，343，793 3，465 11，172 541 NA
North　American　Aviation，　Inc． L。s　Angeles，　Calif． 3，787，288 18，522 20，509 一　　28 269，148

Northrop　Aircraft，　Inc． Hawthome，　Calif． 1，148，000 4，900 28，819 241 19，900

Repubhc　Aviatio既Corporat藍o繊 Farmingd＆1e，　N．呈 659，000 5，800 20，181 一　944 60，267

Ryan　Aeronautical　Company San　Dieg。，　Calif． 640，197 1，200 NA NA 3，000

United　Aircraft　and　Transportα）pora一 East　Hart正。rd，　Conn， 3，000，000 14，000 144，084 6，083 280，000

乞ion （Pratt．＆Whitney）

East　Hartf。rd，　Conn． 300，000 2，100

（Pratt＆Whitney）

Bridgeport，　Conn， 180，000 1，200

Stratford，　Conn． 900，000 8，000

合　　　　　　　　計 39，242，340 163，344

Aviation　Week，48，　No．8，　p．21．　Rae　CIimb　to　Greatness　p．190よtJ
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1947年の主要航空機製造会社の状況を示せば

表11の通りである。

　しかし終戦による軍事需要の激減に対する

対処の仕方は会社によって異っていた。戦前

最大の商業用航空機製造会社で民間輸送機市

場で支配的地位を占めていたダグラス社は，

終戦間もなくDC－4の生産にもどり，1946年

にはそれを改良してDC－6としte。さらに数

回の改良によりD（ン7を製作しtc。これはア

メリカにおける最後のピストン・エンジンの

大型輸送機であり，常圧のケビンをもち翼重

が55－64ポンドで時速300マイル以上で飛行

できカーチス・ライト・ターボ・コンパウン

ド・3350エンジンを使用してあらゆる方向へ

の無着陸大陸横断飛行が可能であった。そし

て価格は最初のDC－6の約60万ドルからDC－

7Cの250万ポンドに及んでいた。同社はま

た大型輸送機C－74Globemasterやそれを改

良したC－124や海軍の攻撃爆撃機AD（Sky・

raider）などの軍用機の製造を続けていたが

その数はすくなかった。そして1947年には，

200万ドルの赤字を計上していたが翌年には

経営状態は好転し，1958年まで世界の商業用
　　　　　　　　　　　　　5）
航空機の半数以上を占めていた。

表一12アメリカの国内および国際定期航空路に

　　　就航している航空機

会　　社　　名 1950 1955

Beechcraft

Bell

Boeing

Cessna

Convair

Curtiss

Douglas

Lockheed

Martin

Sikorsky

Vickers（イギリス）

　　　計
Stekler，　ibid．，　p．14．

10

　6

50

14

119

　2

758

123

33

　5

1，　120

36

221

　779

　177

　119

　12

　8
1，　352
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　輸送機の分野でダグラス社の最大の競争相

手はロッキード社であった。同社は，P－80

Shooting　Stqrの生産を継続し，また海軍の

ための対潜巡察爆撃機P2V　Neptuneを製造

し，軍用機で強力な地位を確保していた。ロ

ッキード社は終戦直後C－69軍用輸送機を転

換したL－049Constellationを製造し，1940

年の生産高はダグラス社のDC－6を抜いてお

り，同年末には103機で75億5000万ドルの注

文をもっていた。しかし同機は空中で発火し

やすいという欠点があり，1946年7月11日ペ

ンシルベニア州リーディング附近で事故を起

した。そのため同機の飛行が停止されたが，

6週間後欠陥がなおされ再び飛行が許された。

同様の難点がDC－6にもあったことは同社に

とって幸であった。高空を高速で飛ぶ非常に

複雑な航空機の製造には細部に細心の注意を

払う必要があることを設計者達は知った。そ

してConstellationを6度改良してDC－6や

DC－7に匹敵するものにし，ジェット機に取

って代られるまでにSuper　Constellationを

含あ850機を製造した。しかしロッキード社

が同機に投下した約2500万ドルを回収するに

は1950年までかかっt。またロッキード社は

戦時中に世界的規模でのサー一一ビス組織をもっ

ていたが，戦後戦時中のロッキード海外会社

Loekheed　Overseas　Corporationを再編して

全株所有の子会社ロッキード航空機サービス

会社Lockheed　Aircraft　Service，　Inc．を設
　　　　　　　　　　　　　　　6）
立し，サービス・修理などを行った。

　これら2社とくらべコンソリデイティド社

の状態は余り好ましいものではなかった。同

社は戦後の転換において，技術力を統合し運

転資本を有利に活用するために，非常に野心

的な十分に検討されていない多様化の計画に

乗出した。しかしサン・ディエゴ工場では双

発中距離輸送機Convair・Linerを，フオート

・ワース工場では最初の大陸間爆撃機B－36

を開発中であり，バルティー部門では原型ミ

サイルと三角翼戦闘機の設計に取組んでおり，
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実際に航空機を製造していた部門はスチンソ

ンだけで，そこではVoyagerといわれる軽

飛行機を生産しかなりの成果をあげていた。

会社の経営者達はしばらくの間は資金を使う

だけであるが，約2500万ドルの戦時中の利潤

の繰越でまかなえると考えていた。しかし不

幸なことにすべてがうまく運ばなかった。

Convair・Linerの開発費は見積りを大幅に上

回り，その上1946年の101日のストライキに

より生産の開始が遅れた。そのため最初の見

積りでは損益分岐点は158機であるとしてい

たのに，1948年初には300機に上昇し，会社

は1400万ドルの費用を償却せねばならなかっ

た。しかも市場が制限されており競争が激し

かっtため販売に当りしばしば価格の引下げ

をせまられた。スチンソン部門は1946年と47

年に5000機を販売したが，その後軽飛行機の

需要は減退し，48年にはその資産はピッパー

航空機会社Piper　Aircraft　Corporation｝ご

売却された。1947年の同社の損失は3600万ド

ルに達し，税金の払戻しにより1億6700万ド

ルとなった。このような状況の下では26％の

株式を所有していたAVCOにとって同社へ

の投資は有利でなかった。しかし投資会社で

あるアトラス会社Atlas　Corporationの社長

F・B・オドラムFloyd　B．　Odlumは将来が

期待できる会社を購入するにはよい機会であ

ると考え，1947年夏全株数の7％に相当する

11万7000株を購入した。そしてAVCOはそ

の持株を手離しアトラス社は残りの発行株の

10％を手に入れ，AVCOはコンソリデイテ

ッド社から同社が持っていたナッシュビルと

ACF一ブリル社の株式を購入するという合意

が成立した。この取引によるコンソリデイテ

ッド社は500万ドルを手に入れそれは1500

万ドルの銀行借入の返済に当てられた。その

後同社は旧株主割当で110万株の新株を発行

して1億300万ドルの資金を調達し，さらに

1948，49年には配当を見送り，このようにし

て財政的安定を回復した。そして1948年には

21

1億1900万ドルの損失であったが翌49年には

3700万ドルの利益を計上した。この頃までに

Convair－Linerは生産されるようになってお

り，その生産機数は結局1000機以上となった。

またB－36も1944年には100機の生産契約が

与えられ，技術的に問題があったため原型は

1946年まで飛行しなかったが，いろいろ改良

が加えられ，1948年8月1号機が引渡され，
　　　　　　　　　　7）
結局350機が生産された。

　グリーン・L・マーチン社は同社の戦後計

画で航空機だけでなく，航空機部品や戦時中

に開発されたプラスチックなどの生産を計画

し，柔軟な燃料タンクに使用する合成樹脂や

塩化ビニールを製造する工場を建設した。し

かし結局双発中距離輸送機2－0－2（その後改良

された3－0－3）と発注のえられた軍用機を生産

することにした。この決定は航空機による旅

行者の飛行距離は平均約400マイルであり，

直接の運行費が4発機では1マイル70－80セ

ントであるのに双発機では40－45セントであ

るという1946年の調査にもとついていた。そ

して360－400機がこの型の航空機の損益分岐

点で，200機の受注が必要で，500機は販売で

きると予見した。またこの型の航空機はプラ

ット・アンド・ホイットニイR－2800エンジ

ンを使用するが3000基は戦時中の余剰で賄え

ると調査は指摘していた。しかし2－0－2ある

いは3－O－3は競争相手のConvair・Linerと比

べていろいろの難点があった。競争に勝つた

めに2－0－2は原型なしで生産され，そのため

整備その他に多額の費用がかかった。のみな

らず1948年8月29日ノースウェスト航空の

2－O－2が墜落し，翼の破れに事故の原因があ

るとされた。そのため2－O－2は僅か31機しか

生産されなかった。その上コンソリデ・イテッ

ド社同様開発費が見積りを上回っており，競

争のため価格はたえず引下げられていた。墜

落事故がおこる前の1947年末のマーチン社の

状態は再編成金融会社への貸付の申込に対し

詳細な説明を求められていた。計画をはじめ



た時，航空会社から2－0－2152機，3－0－3

159機の引合いがあり，その金額は8300万ド

ルと予想された。1947年3月31日までにマー

チン社は2－O－2に2億5500万ドル原材料に

8500万ドルの投資を行っていた。3－O－3の生

産は損失が3600万ドルになったので47年12月

生産を停止した。同社はギャランティ投資会

社Guaranty　Trust　Companyから短期借入

300万ドル，再編成金融会社から2500万ドル

の借入があったが，1949年には後者からの借

入は28および1600万ドルとなっていた。マー

チン社の商業用航空機の失敗は，コンソリデ

イテッド社やロッキード社のように軍用機に

よってそれを補うことができなかったため，

その困難はいちじるしかった。伺社は海軍の

飛行艇の生産は続けていたが，最後のPBM

Marinerを1949年に引渡し，　P5M－1はまだ

設計中であり，ジェット爆撃機XB－48では

ボーイング社のB－47に競争で負けた。1949

年にはグリーン・マP一チンは空軍に発注を懇

請してようやく債権者管理をまぬがれた。し

かし経営の完全な再編が必要であり，同年ア

メリカの航空機工業の開拓者であったグリー

ン・マーチンは同社を退社し，新しい経営者

C・C・ピアソンC．C．　Pearsonに代った。

そして朝鮮戦争の勃発による需要の増加と資

金援助によりようやく救われた。同社は再編

成金融会社から130Q万ドル，ピッツバーグ・

メロン・ナショナル・バンク。アンド・トラ

ストMellon　National　Bank　and　Trust

Company　of　Pittsburgから500万ドルの信

用などで総額3億2500万ドルの資金を調達し

た。1950年には海軍からMarlin飛行艇95機，

イースタン航空およびトランス・ワールド航

空から76機の4－0－4輸送機の注文があり，さ

らにB－57として空軍により採用されたCan・

bera　Intruder爆撃機を製造するためイング

リッシュ・エレクトリックEnglish　Electricと

契約し，またミサイルに進出した。しかしマ

ーチン社の状況は決して明るくなかった。4一
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0－4中距離輸送機はすぐれた航空機ではあっ

たが，生産量がすくなく，その上労務費や材

料費の増加とコンソリデイテッド社との競争

のための価格引下げのため利益をあげること

ができず，1951年末には220万ドルの損失と

なった。利益のあがらない輸送機の生産は4－

O－4を103機生産した後停止し，軍用機の生

産を増加して，1952年後半には利益を計上し

た。マーチン社は1950年代を通して生産が続

けられたMarlinとB。57を除き航空機の生産

をやめ，ミサイル，エレクトm：クスなどの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）
分野に進出し，その活動を多様化していった。

　ボーイング社では社長であったフィリップ

・ジョンソンPhilip　Johnsonが1944年死亡

したため，その翌年同社の法律顧問であった

ウィリアム・アレンWilliam　Allenに引継

がれたが，彼は仕事の獲得に積極的でなかっ

た。そのため1945年までにシアトル工場の従

業者は戦時中のピークの4万5000人から1万

5000人に縮小した。軍用機の需要の見通しは

明らかでなく，商業用輸送機への復帰はダグ

ラス社やロッキード社との激しい競争にさら

されていた。しかし同社が製造していたB－29

は終戦時にも空軍の第一線重爆撃機であった

ため，数量は減少していたが1947年まで生産

が継続され，さらにそれを改良したB－50が

その機の生産が停止された1952年までに約

370機生産されていた。またB－29やB－・・50を

翰送用に変更しC－97と商業用輸送機Stra・

t㏄ruiserを製作した。　C－97は1956年まで

生産され，約900機が製造された。Strato－

cruiserはすぐれた航空機であったが，ダグ

ラス社やロッキード社のものにおされて，56

機製造した後1950年生産を停止しtc。競争す

るため同機は価格引下げを余儀なくされたた

め，結局1500万ドルの損失を蒙った。そして

ボーイング社はジェット機に進出していった。

1943年空軍のすすめで噴射推進式中距離爆撃

機XB－47の設計をはじめた。1946年には長

距離爆撃機XB－52の設計競争に勝った。こ
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れはもともとターボプロット・エンジン6基

を積んでいたが，同社の技術者の研究により

2年後にジェット推進にかえられた。ジェッ

ト機の将来は期待されたが，実際は開発費の

増加が同社の負担になっていた。しかし1948

年最初のB－47の注文があり，同社は終戦後

はじめて利益をあげることができた。契約清

算法により300万ドル以上の租税の繰越があ

ったが，2年前には500万ドルの損失であっ

た。同社はシアトル工場の長期のストライキ

にもかかわらず利益をあげることができたと

きに，平時体制への転換を終了したのであっ
9）

た。

　ノース・アメリカン社の転換の方法は以上

の諸会社とはやや異っていた。同社は戦後も

引続き軍用機の生産に集中していた。個人用

飛行機Navionで非軍用機の生産を行おうと

したが，同機は製造に1万ドルの費用がかか

ったのにそれを7000ドルで売らねばならず，

800万ドルの損失をうけたため，1947年ライ

ァン航空機会社Ryan　Aeronaut量calに売却

した。そしてミサイルの開発や原子力委員会

の核技術の研究に早くから着手し，はるかに

好ましい成果をあげた。同社は核技術のため

のアトミックス・インターナショナルAto－

mics　International主として誘導ミサイル用

のエレクトロニクス製品のためのオートネテ

ィックスAutonetics，液体ロケット・エンジン

のためのロケットダインRocketdyne等の新

部門を設立した。しかし軍用機が同社の活動

の中軸であり，1945年末には受注残高が8000

機から24機に減少し苦境にたたされ，従業者

数は戦時最大の9万人から5000人に減少し，

1947年には戦後はじあて赤字をだした。この

状態はジェット機の勢力的な開発をした。ノ

ース・アメリカン社は転換期に試験段階以上

には進まなかったアメリカでテスト飛行され

た最初の4発ジェット機B－45爆撃機や海軍

用のジェット戦闘ee　FJ－1　Furyや朝鮮戦争期

第一線戦闘ec　F－86　Sabrejetなどを提案した。

F－86は1945年にはじめられ，最初は0．8マ

ッハ以下であったが後退角翼に変更され，テ

スト飛行で時速671マイル（1マッハ）で飛び，

アメリカで最もすぐれた作戦用戦闘機になっ

た。また1948年6月3日ゼネラル・モーター

ズ社は同社株100万100株を1株12．75ドルで

売却し，同社はゼネラル・モーターズ社の支配

から離れたが，これは同社の経営に殆んど影
　　　　　　　　10）
響を及ぼさなかった。なお戦後の主要航空機
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）
製造会社の売上高を示せぱ表13の通りである。

　以上のように平時体制への転換は，各社に

より相違があったが，1950年頃までに一応転

換を終り，需要の停滞のため苦難を続けてい

たとはいえ，殆んどの主要会社の経営状態は

漸次健全化してきていた。しかし個人用飛行

機需要が縮小していた中小航空機会社の事情

はやや異っていた。例えば個人用飛行機の代

表的製造会社であったビーチ社は更新部品や

1134 表一13主要航空機会社の売上高（単位100万ドル）

1945 1946 1947 1948 1949

Boeing 421．0 14．0 21．7 126．9 286．8

CQnsQlidated　Vultee 644．0 13．7 47．4 ユ12．4 196．8

Douglas 244．0 106．7 128．5 118．6 117．0

Grumman 236．8 37．6 24．2 41．0 59．8

Lockheed 418．0 113．6 134．4 125．6 117．7

Martin 356．2 37．6 23．4 72．7 52．0

North　American 400．4 55．8 19．8 94．8 124．7

N。rthrOP 86．4 26．4 28．8 26．0 28．2

Herman　D．Stekler，　The　Structure’and　Performance　of　the　Aerospace　Industry，　p．15
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海軍のBeechcraftの改修や分解修理によっ

て，セスナ社は家具や農業用機械の水圧シリ

ソダーを製造してようやく存続を続けていた。

　しかし，1950年6月に勃発した朝鮮戦争は

このような状況を大きく変化さぜた。朝鮮戦

争は再び軍用機の需要を急増させ，航空機工

業は活況を呈してきた。例えばセスナ社は連

絡機400機の500万ドルの軍事契約を獲得し，

ロッキード社の受注残高は6週間で2億ドル

から4億ドルに倍増した等々。朝鮮戦争期を

通じ民間機の生産は殆んど変化しなかったが，

軍用機の生産は年々増加し（表10参照），そ

の結果航空機関係の年生産高は1949年の17億

8100万ドルかう1953年には85億1100万ドルへ

急上昇し，従業者数も281万8000人から779万

1000人に増大した。とわいえ朝鮮戦争時の状

況は第2次大戦の時と同じではなかった。朝

鮮戦争が全期間戦われていた1952年でも軍用

機の生産は7000機をすこしこえる程度で，

1944年の9万6000機と比べものにならなかっ
13）

た。そのため航空機会社は第2次大戦時のよ

うな量産体制をとろうとせず，また政府所有

の工場でまにあわせの労働者により再び生産

を拡大することを好まなかった。

　朝鮮戦争期には第2次大戦中に建設された

予備の工場施設があったが，その多くは陳腐

化していた。そのため工場施設の新設拡張が

必要であったが，今後も設備資金の大部分は

第2次大戦期同様政府資金によって賄われて

いた。しかし第2次大戦時とは異なり政府は

新工場の建設のためには資金を出そうとしな

かった。第2次大戦中に建設された2120万平

方フィートの政府所有の工場があったからで

ある。しかしこれらの工場は戦略的看点から

建設されており，分散しており，地理的に既存

工場から遠く離れていたため，熟練労働者の

移動その他の問題があり，航空機製造業者は

それを使用することを好まなかった。そのた

め航空機製造会社は自分で資金を調達して工

場を建設せねばならなかった。構造物への投

表一14朝鮮戦争期における航空機工業の

　　緊急施設拡張資金　　　（単位100万ドル）

除釧民間資金1政府資金

総　　　額

　1940－45

　1950－53

構　造　物

　1940－一一45

　1950－一一53

設　　　備

　1940－45

　1950－53

3，894

3，528

1，556

1，085

2，338

2，483

　420

1，204

212

805

208

339

3，474

2，324

1，　344

　280

2，130

2，044

正【ermaロD．　Stekler，　The　Structure　and

Performance　of　the　Aerospace　Industry，

P．16．

第2次大戦と朝鮮戦争期における企業資金による機体設備の拡張の比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位100万ドル）

会　　　　　　社　　　　　　名 1940－44 1950－53

Bell　Aircraft　Corporation 5．8 6．2

Boging　Airplane　Company 10．8 15．3

Consolidated　Vultee　Aircraft　Corporation 27．5 13．0

Douglas　Aircraft　Co．，　Inc． 15．1 18．1

Fairchild　Engine　and　Airplane　Corporation 1．4 6．9

Lockheed　Aircraft　Corporat三〇n 25．1 25．4

Gleen　L　Martin　Company 3．9 4．0

McDonnell　Aircraft　Corporation 一 20．8

North　American　Aviation　Inc． 5．0 12．9

Republic　Aviation　Corporation ．6 9．9

John　S．　Day，　Accelerating　Aircraft　Production　in　the　Korean　War，　ed．

G．S．　Simonson，　The　History　of　the　American　Aircraft　Industry，　p．213
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資は民間資金が政府資金よりはるかに多かっ

たのはこのためであった。したがって朝鮮戦

争期の設備投資のための企業調達資金は，多

くの会社で第2次大戦期のそれを上回ってい

る。しかし機械設備についてはこれと対照的

に政治資金が多くなっている。航空機の複雑

化，大型化のため新しい大型の工作機械が大

量に必要であり，政府は大量の機械設備を供

給しておりこれが他方では会社が工場の新設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）
拡張に資金を投下することを可能にしていた。

図一3　主要会社の工場施設の資金別構成（1955年）
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　　Johrl　s．　Day，　ilid．．　p　221

　政府はまた会社の拡張を容易にする対策を

講じていた。1950年の国防生産法Defense

Production　Act　of　1950は，課税を軽減す

るたら6，新設備に5年の特別償却を認め，連

邦準備銀行に国防生産貸付を保証させていた。

　しかし政府が新工場の建設拡張に資金を供

給することに消極的であったため，下請依存

は増大した。主契約会社は会社の調達資金に

よる拡張に必ずしも積極的ではなかったので，

生産注文は彼等の処理能力を上回った。とわ

いえ第2次大戦と比べ，空中戦の規模が小さ

かったため，生産の増加はその大部分を自工

25

場で処理することができた。そして自工場で

処理できない部分は下請にだされたのである。

　また，自動車会社で朝鮮戦争期に完成機の

生産を行うものはなかった。自動車会社は部

品その他の下請として航空機の生産に関係し

ていたが，その規模は第2次大戦と比べてい

ちじるしく小さく，そのため自動車工場施設

を航空機の部分組立に使用する必要はなかっ

た。ただ航空機用エンジンは，航空機の大型

化により1機が数基のエンジンを備えており

更新のための需要も多かったため，この分野

では自動車会社はかなりの役割を果していた。

1）　G．R．　Simonson，　The　Demand　for　Air・

　craft　and　the　Aircraft　Industry，1907－
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　　・ライト社と合併しようと試みた。しかし価

　楕が高すぎたりカーチス・ライト社は全く関

　心を示さなかったため成功しなかった。そし

　て1953年ゼネラル・ダイナミックス社Gene・

　ral　Dynamics　Corporationがアトラス社の
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8）　ibid．，　pp．184－6．

9）　ibid．，　pp．175－6．

10）　　ibid．，　pp．179－・180．

11）　その他の主要航空機会社の平時体制への転
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　　Bell　Aircraft　Corporation　は従業者を

　9万人から1400人に縮小したが，ヘリコプタ

　ー，ミサイル，ロケット・エンジン，試験用

　飛行機，1000ポンドの荷物が載せられる手押

　し一一ag車CPrime　mover’などに多様化し，

　再建に成功した。またベル社が製作したX－1

　は1947年10月14日世界ではじめて「音の壁」

　を破った。

　　Fairchild　Engine　and　Airplane　Corpo－

　ration　は，軽飛行機と双発の軍用荷物輸送

　機C－82Packetを製造し，いずれもかなり

　の業績をあげていた。C－82は1945年1月生

　産をはじめ，注文の削減や取消もなく1948年

　末までに222機製造した。その後それより大

　型のC－119を製造した。それを製造してい

　たとき，Sherman　FairchildとJ．　Carlton

　Wardの間で支配めぐって争いがあり，委任

　状争奪戦でFairchildが勝ち，1949年Ri－

　chard　S．　BoutelleがWardに代った。

　　Grumman　Aircraft　Engine　CorpOration

　はアルミニウム製のカヌーとグラス・ファイ

　バー製のボートの製造で利益をあげ，徐々に

　軍用機と少数の軍用機以外の航空機の生産に

　返っていった。同社はまたかなりの額の下請

　をしていた。

　　Northrop　Aircraft，　Inc．は試験用飛行機

　の設計者，生産者として確固たる地位を占め

　ていた。同社はまた1946年にジェット要撃戦

　闘機F－89Scorpionを製作し48機の注文を
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うけた。

　Republic　Aviat三〇n　Corporation　は爆撃

機を改造した4発輪送機Rainbowの販売を

試みたが，直ちにそれをやめ，1946年の原

型YF－84にはじまる高速戦闘機F－84に集

中し成功した。そしてそれを改良したF－105

は1955年はじめて飛び，マッハ2の高速であ

った。

　Ryan　Aeronautical　Company　は，ノー

ス・アメリカン社から個人用飛行機NaviOn

をそれを製造する施設とともに買収したが，

1950年にはその生産をやめ，それ以後個人用

飛行機の製造をしなかった。1940年代後半に

は同社は前部にピストン・エンジン，後部に

ジェット・エンジンのある海軍用戦闘機FR－

1Firebal1を製造した。その後ピストン・

エンジンに代えてターボプロップ・エンジン

に用いたF2R－1を製造した。また航空宇宙

活動に多様化し，航空機の製造では主として

下請をしていた。

　またこの時期に航空機の製造をはじめたも

のには次の会社がある。

　McDonnell　Aircraft　Corp◎rationは設立

されたのは第2次大戦中であるが，戦時中は

下請としてであり，完成機を製造するように

なったのは戦後である。ジェット戦闘機Ph－

antOmは戦時中に設計されたが，戦後まで

生産されなかった。PhantOmは1960年代ま

で生産が続けられた。またF－101を設計し

製造した。なお同社のDouglasとの合併に

ついては後に述べる。

　Texas　Engineering　and　Manufacturing

Company（Temco）は1945年ノース・アメ

リカン社に勤めていたRobert　McColloch

とH．L．　HOwardによって設立された。彼

等は働いていたDallasの工場が戦後拡棄さ

れたので，その工場の1部を再編成金融会社

から借り，地方資本25万ドルをもって仕事を

始めた。最初Fairchildの下請であったが，

その後Fairchild　F－24を含め個人用飛行機

を製造した。1948年海軍のすすめでChance

Voughtがダラス工場の残りの所に引越して

きた。同社は1948年にテストされた双発ジs
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　ット戦闘機F－7U　Cutlassを製作し1950年

　から製造をはじめた。エンジン製造業者であ

　ったUnited　AircraftがGMが行ったよ

　うに組織の中に機体製造部門をもつことは負

　担であったので，それを分離することを決定

　し1954年同社はUnited　Aircraftから分離

　した。1961年同社はTemcoとともに多角的

　経営を行う会社Ling－Temco・Vought，　Inc．

　の一部になった。

12）機数だけで比較することは必ずしも正確で

　ないことはいうまでもない。1950年に製造さ

　れている航空機の複雑さは，1940年のそれの

　4倍であるといわれている。また重量でみて

　も相違は大きく，1940年に製造された6000機

　の軍用機の総重量は2億3100万ポンドで1機

　当り3850ポンドであったのに対し，1951年に

　生産された5500機の軍用機は5億200万ポン

　ドで1機当り9000ポンドで，1940年の2．4倍

　に達している。

13）　G．R．　Simonson，　The　Demand　for　Air－

　craft　and　the　Aircraft　Industry，　1907－

　1958，p．380およびJohn　S。　Day，　ibid．，　pp．

　211－4参照。

14）John　B．　Rae，　ibid．，　P．199－200．自動車会

　社の航空機用エンジンの製造への参加は次の

　通りであった。

　　Ford　Westinghouse　J－40およびPratt

　and　Whitney　R－・4360

　　Buick　Curtiss－Wright　J・－65

　　Chevolet　Allison　J・－85

　　Chrysler　Pratt　and　Whitney　J48

　　Packard　General　Electric　J－48

　　Studebaker　General　Electric　J・－48

　　Hudson　Wright　R－3350

　　Kaiser－Frazer　Wright　R－3350
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